予算要求資料
平成２６年度当初予算　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：家庭児童福祉費　　　
	事業名　放課後児童クラブ事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　健康福祉部　子ども家庭課　保育支援係　電話番号：058-272-1111（内2629 ）

　　　　　　　E-mail： c11217@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　464,892千円（前年度予算額：440,003千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	440,003
	220,001
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	220,002

	要求額
	464,892
	232,446
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	232,446

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
① 経 緯 

 ・クラブの質的向上を図るための県独自の運営基準を策定（17年度）

 ・平成１９年度「放課後子どもプラン」創設

 　→原則としてすべての小学校区での実施を目指す。
・「岐阜県少子化対策基本計画」（H21）の目標数値　→　全小学校区（H26）
※H25.5.1現在で県内の小学校区数は「373校区」
② 現状と問題点

 ・放課後児童クラブへのニーズは高く、クラブ数も年々増加
・希望者の増加に対し、指導員不足とスペース不足が大きな問題
（２）事業内容

　児童の健全育成・安全確保を図るとともに、保護者の仕事と子育ての両立を支援するため、放課後児童クラブ(*)の運営に対して補助を行う。
（１）放課後児童健全育成事業

　　①年間200～249日開設

※国の補助方針で平成21年度末に廃止する予定であったが特例的に継続

児童数 20人以上　2,059,000円／クラブ

　　　長時間開設加算

平日（1日6時間を超え、かつ18時超えて開設）　273,000円／時間

　　②年間250日以上開設

　　　児童数 10～19人　1,193,000円／クラブ
20～35人　2,094,000円／クラブ
36～45人　3,360,000円／クラブ
46～55人　3,193,000円／クラブ
56～70人　3,026,000円／クラブ
71人以上　2,859,000円／クラブ
長時間開設加算　

平日（1日6時間を超え、かつ18時超えて開設）　273,000円／時間　

長期休暇等（1日8時間を超えて開設）　123,000円／時間　
開設日数加算（原則1日8時間を超え、年間251日以上開設）
14,000円／日　

（２）放課後児童クラブ支援事業

①ボランティア派遣事業（伝統的技術などを持つボランティアを派遣）　

483,000円／事業　

②障がい児受入推進事業（障がい児の専門的知識を有する指導員を配置）

1,608,000円／か所数 

 (*)放課後児童クラブ…保護者が仕事等の事情で家庭にいない放課後や土曜日、夏休みなどに小学生が過ごす生活の場。学校の空き教室などで開設しており、県内に364か所（平成25年5月1日現在）ある。
（３）県負担・補助率の考え方

国補補助率：国1/3、県1/3、市町村1/3
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	464,892
	放課後児童健全育成事業、放課後児童クラブ支援事業

	合計
	464,892
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・次世代育成支援対策推進行動計画
・長期構想
　 Ｖ　　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり

　１３　子育てしやすい岐阜県づくりプロジェクト
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■　継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　岐阜県少子化対策基本計画において、市町村などが実施する放課後児童クラブの全小学校区での設置に向けた支援を行うとともに、高学年児童の受入や開設時間の延長、長期休暇期間の開設などを促進することとしており、その実現に向けて実施する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	放課後児童クラブの設置数

	341箇所
（H22）

	352箇所
（H23）
	360箇所
（H24）

	364箇所
（H25）
	全小学校区数

373箇所
H26末
	97.6％


	放課後児童クラブを午後5時半を超えて開設している市町村数
	38市町
（H22）
	38市町

（H23）
	38市町

（H24）

	38市町

（H25）
	42市町村

H26末
	90.5％


	放課後児童クラブへ登録できなかった児童数
	52人

（H22）
	17人
（H23）
	32人
（H24）
	81人
（H25）
	0人
H26末
	0％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

放課後児童クラブを実施する市町村に対して、運営に関する補助金の交付を行った。(34市町、237クラブ）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　放課後児童クラブに対するニーズは高く、クラブ数の増加により、受入校区の拡大、適正人数（40人以下）における運営を図ることができた。また、開設日数や開設時間の拡大といったサービス面のニーズにも応え、保護者の仕事と家庭の両立を支援した.


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	放課後児童クラブの支援が児童の健全育成・安全確保、保護者の仕事と子育ての両立の支援につながるため、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	平成24年度の放課後児童クラブの設置数360箇所に比べ、平成25年度は364箇所へと増加しており、事業効果が現れている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	市町村からの申請・実績報告等に際して、提出書類の見直しなど、事務の効率化に努めた。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
放課後児童クラブの利用希望者の増加に比べ、指導員や場所が不足しており、新規開設等の障壁となっている。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　放課後児童クラブへのニーズは高く、引き続き、岐阜県少子化対策基本計画等に基づいて市町村を支援する。


